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「中国の電子・鉄鋼産業

技術革新と企業改革

法政大学比較経済研究所・研究シリース10

法政大学出版局 1996年 382十xiiiべーシ

丸 ) 11 生日 主主

本書はこれまで出版されてきた中国経済関連の専

門書のなかでも大変ユニークる：もωであるr タイト

ルこそ「中国のtu':f.鉄鋼産業」となっているが，

本自の主安部分は~t）；＼に本社を滋く：つの固有余楽．

すなわちカラーテレビをIたる製品と fる北京社JJ
電子集同公司と，鉄繍メーカーである行都鍛鉄公，，］

に対する徹底的心：調筒1・分析からなっているc j子論

によると．符f；たちは1993:ffvJ持nから 9／）にかけ
て， 10H近くにわたって毎日こ0)2社に通い約めて

本書の広艇となった謝資を行ったというと ’般にrj1

11:1でこのようにャ句つω企業に対して長期tlllにわたっ

て調貨をfjうことはかなり雛しい町 1'1'1,,1.UJ限 I)' ,t., 

F与と同じくらい企業に深く人って行われた淵街は，

中同国内でも＇ti同社会科学院工業経済研究川が第二

汽車製造廠 (f¥，！，東風汽 tや：公Iij) や行！：，＇；双l｛社業従

I・Jj公ii］でfJった調査I;/I Iがあるくらいで，外国人に

よるもωとしてはおそらくこれが初めてであろう勺

本持の1;:'(}Jlj構成と詫Jうを軒｛介すると以 FuJとおり

であるu まず、 Jj・:ri命（松崎災）では研究0）課題とJ,t

象が紺介主れたのわ，「！子細 中[ji]UJr，卒業 1卒業

構造と改革・間版政策 j では， ,t.記i；心ケースス

タディのnlftとしてrfij.到の産業政策（第 l，・；，：.〆，IJJf手

力）、［ 1~有企業改 .y, （第 2•ウ／鈎池int封入外資導人

l政策（与＼3 ，｝：／・余nAOがj絞り Lげられ，それぞれ

ω符針ωユニークなIJIJ閥｝~起が1iわれていろ 〆Jdノ

く「1ili制泣てfl!i'?.~ …校体I形成と企業r.'Sla下 J 

では， ./t五mけ屯子集同公パl(l）ト‘れ！？？友子とi絡
す） ω・お例が，技術彬中v;（等11.~1'/i'.'.:;.l!,xl.1i寝入企

業r.'lU~＇， （第2，＇；そ，／；船旅件九分業体：/ill（第九五そ M
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IU浩史）｛こ焦点を当てて分析され， llJ卒；潔による

「結語」でまとめられているコ「後編鉄鋼産業

合業改革と能率問題一一」では首都鋼鉄公司（以下司

i守録と略す）の事W!Jがー技術革新（第 l主主／松崎義人

命~改革（第 2 1ぎ／字捷生），経常主体（第3主主／／

字簿't）といった倶lj泊jから分析される、

多岐にわたる本書の内容を全部紹介することは難

しい心で．以下主婆なテーマをいくつか取り上げて

論じていきたい内

技術移転と技術革新

妓術移転と技術単新について；主，牡丹電子と首鎮

のいずれの場合も基本的lこは1夜功物語として描かれ

ている

社外電子の場f；－，ムカラーテレピ製造技術を獲得

した経緯が分析される「 ji'ij/'J：は1980年lこ松下電探か

ら設備一一式令輸入する形でテレど組立ラインそ導入

したが．その？をはラインの設討を外国企業と連合し

てfjったりコンべアを自製するなど‘ [':j前で設備を

製造する｛支持iを身につけていった。また勾松下から

却品認定・品質保証システムを導入したことが， 1,,J

H:'l¥n/,U）品質己支持l二大きく資献したぐ従来， rj'1国へ

の技術移転；といえば，移転先企業における校if.iUJ消

化が進まず， M新技術を導入しでも数年後lこはttぞ界

tl).J-'z/¥i進歩に内び巡れをとって再導人を余儀なく主

れることや句 j支付：ju）＇、ードばかり重？見してソフトを

鮮制する傾向などが指摘されてきたが句ニ，ntl：汁屯

(J）ケーススヂデノ；土そうした企業ばかりではない

ニとを雄弁に，ぶしているといえよう 1

汗行はHfl-屯子J)'l'.Jl主費を分析するニとにより．

111！村山今後ω課題U：製造販（却の大部分会出める部

品・原材料貨をどう./illえるかであり，そ（／）ためには

日15,'d，産業における制問拡大と生産効率uJ1,u j；が必変
であるとナるけたが．ニオLはアセンブリメーカーて

ある干上｝＇）道子が解決できる総fl司令超えており，とし

ろ，，r業全体ω構造的／BJ！記だといえる J
ただ‘壮行屯fーとしては．作ljえば｛1151＼.＇，山海十 i：鱗伐

をfrつて部仏メ一カ一どうし0)/1治符？絞1十イをf紀i笠し’
/{i 

rアシア車正j斉』 XXXVIII一1(1997 .1 ） 
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1繋評

る。そして前編第3章では，実際lこ社外電子が複社 例とを対照すれば，どこに成功の鍵があったのかを

購買を行っていることが見いだされているが，それ もっと浮き彫りにできたのではないかと思う。

は生産規模や品質管理が貧弱な部品メーカーから災

質な部品を十分確保するためにやむなく行っている II 企業改革

ことであり，価稿競争を促すという意味f;いは稀薄

だという。価格・品質競争をさせようにも牡丹電子

自身が部品の製造経験がないため，牡丹電子i主主導

権を持てないでいるのだ。

部品技術を掌握していないことは牡丹電子の製品

開発にも影響を与えている。牡丹電子は部品メーカ

ー（特に外資系のブラウン管メーカー）が出してく

る剖l品にあわせてテレビセ、ソトを開発せざるをえす二

受け身の製品開発を強いられているのである。

以上のように，牡丹電子はテレどの斜t,7：技iif.jの吸

収については相当成功しているのだが，テレピメー

カーとして生産性や製品開発の断て、さらに飛躍する

には，アセンブリメーカーの域にとどまっていては

限界があり。部品生産を垂直統介するなど産業組織

を再編する必要がある。こうして前編の結諮ではー

電子・電機・機械の名産業を跨ぐような大規模な企

業合併が必婆だと結論しているラ

もっとも，国有企業どうしの什併は結認で示唆さ

れているほど谷坊なことではないμ むしろ，企業の

諸々の利害関係符を承服せしめるようなルールや慕

準がない分だけ，彩、ti企業の台併よりかえって慾し

いと思われる（ii2 i。たt：.， 本容のいうように， rri主｜
ω産業ω技術吉区新はL、まや｛同月ljの企業心努力のみで

は限界があり．産業組織ω再編が婆t請される段階に

さ七いるとの指摘！i!ft婆であろう G

その点，後編第 }:If,:で紹介される行鋼は，企業己主

権によって得た利益を再投資することで，講演統合

を活発に展開し，かつての改革開放勺初の銑鉄メ

カーとしての限界を兜般してきた寸特lこ製鋼部門へ

の拡娠に際して，海外の中市設備を改造して大型

LD転炉を連投したことや，連続鋳造設備のれよ往

設に成功したことは， 凶器対の高L＇筏m水準をなミずの
みならず，経常に対して技術者が発汗権を持ってい

ることをぷ峻するというハ

以上のように4吋？では伎術単新のh党J｝］のお例が取
り上げられているが．欲をいえばこれらと失敗J）事

前編第2主主，後編第2章，第3章では企業の諸積lj

凌が取り！こげられている2 本書の特長は喬lj度の詳細

な記述もさることながら，それぞれω制度がどのよ

うに機能し，とのような効果をもたらしたかについ

て分析している点である。

例え：t，計画経済時代；こは企業に生産計画．材料

配給計画，敗売詰f-u創に関する指令がそれぞれ別々の

政府部門から下達されてくるが，それらが.rfいlこ整

合的でないため末端でつじつま合わせが行われたと

の指摘や，生産現場では賃金インセンティヴが否定

されー管用おの地位が低下したため，きつい持ち場

では労働者を多く割り当てて実働時間を短くすると

し2う労働慣行が成り行きがJ｛こ形b立されたとの指摘は，

百，i南i経済システムか現実にはどのように機能したか

をノ｛；唆していて興味深＇＇，

こωように‘現実の計雨経済においては計画の不
整合や管縄の弛緩が蔓延してLhたのだとすれば，経

済t:1)1震の意義は便i釘｛とした計剥経済の統制舎内自に

することだと埋解するのは，一泊的である〉むしろ．

本lちを読んでわかることは，企業の内部においては

縦済改革以降むしろ管理制度が創造され，強化され

ていったということである 牡丹電子の例では．企

業：こ利潤剤加へのインセンチィヴとしての経営請負

制が将人主れると，それに対応する形で企業内では

管坪.￥，謀議lj疫が次第に整備された作改革の初期iこ

は．労働能率を，，，ji二させる手段として焚励金（ポー

十ス）が多用されてきたが，査をi止では界約と査定0)

事IJ/立が整えられ，これらを能本刺激の手段として引

いようとしている。｛守鋼も、当初は焚励金をT：たる刺

激策としていたが，総本給0）都分Lこもci/:4',:U）メスを

入れることで界情治lj疫を擁立し，税制機能の強化を

実現したハ f'1・鋼はさらに句幹部と労働おという中心l

社会j出nずの身分器ljf笠を企業内では廃止して能力と実
績のみに基づくり子持姉lj疫を6存立し，労働手？の能力f,ij

1；へU）煎鰍f’i：をおめたっ
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以上. 2社に共通しているのは，改革の当初は企

業内の制度に対する企業の内主擦が小さかったのでー

奨励金などの短期的・直接的な刺激手段に頼らざる

をえなかったが，企業の自主権が強まるにつれて昇

格などより長期的雇用を前提とした刺激策がとられ

るようになったという点である。日本企業とも共通

する企業内制度が形成されつつあるわけだが，たた

日本に比べると各人の能率と報酬とがより短期的・

直接的にリンクしたシステムが形成される可能性か

高いと展望されている（前編第2章）。

企業と政府との関係においては， 2社とも，閏布

という基本的な所有形態は変えないまま，l背負制を採

用することによって優れた経営実績を挙げてきた。

特に首鋼は，請負制を至上の食業制度であるかのよ

うに内外に宣伝しているが，実際，首葬場は請負制の

もとで自主的に利潤から役資資金を確保して生産性

を引き上げ，干IJ絡をさらに綱大させるという好循環

を形成したとして，本容では？守主主的に評価されてい

る。また，牡丹電子においても最近は企業が自主がj

に賃金総額の伸びを生産性や利益の増加率以下にコ

ントロールするようになったという。

こうした固有企業像は，中聞の固有企業改革論の

なかで議論されている企業像とはかなり異なる。企

業改箪を巡る議論においては，企業は議負制のもと

では留保した利益をほとんど投資に回さず従業員約

ボーナスや福利などに閉してしまうという短期的千j

動を取りがちだとされー結局，所有制度に子をつけ

ないまま請負制でMとか企業そ活性化しようとする

のは限界があると主張されることが多い。

実際，固有企業全体としてみると， z清負制が全面

的に採用された1986～87年以降，国有企業の経営状

況は悪化の一途をたどっており，請負制が成功した

とは言い難し＞o なぜ白銅と牡丹電子は議負昔話iのもと

で短期的行動の悪弊に焔らず，長期的発展を重慢し

続けることができたのか。この2t±は特別の例外な
のか，それとも国fr企業は矧期的行動に走りがちだ

という通念自体が間選っているωか。評者にとって

やや残念に思われるのは，本書が2社ωケーススタ
ディをもとに国有企業改革に関する一般的な議論を

することに対して全欲的なことである。もっとも，
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それはむしろわれわれ読者が考えるべき課題として

浅されているのかもしれないへ

ただ，後編第2章，第3章によると，首鋼は自発

的に請負制を創出し，中央政府との厳しい摩擦と交

渉のなかで請負契約の内容を自主的に提案している

ことがわかり，この点にこそ成功のカギが隠されて

いるのではなL晴海と思う。これは他の一般の国有企

業が1986～87年にほぼ一斉に請負制を押しつけられ

たのとは対照的である。首鋼は打らの発展のシナリ

オを描いた上で議負制を編み出したがゆえに，議負

契約の自己拘束性が強かったのであるが，一般の企

業は請負制の採用自体に積極的でなかったがゆえに，

清負契約の遵守にも積極的ではなかったのではなか

ろうカ九

なお，首織については本書では専らその積傾耐が

描かれているが，首鋼lまそうした積極出とほ矛盾し

た側面をも併せ持った企業のように評者fこは思われ

るc 例えLf，後編第3章で詳述されているように，

・11鋼は発達した企業内民主主義の制度を持つ一方で，

最近まで周冠五が会長として独裁的なリーダーシッ

プを発揮していたことはよく知られる。また，後編

第1予言で分析されるように，首鋼の北京製鉄所は世

界的にみても相当によい生産性を誇っているが，他

方，多角化経営を展開した部門や新たに合併した企

業の業績はよくないようだ。そうした首鏑の多面性

を統合して理解することはまだ今後ω課題として残

っているc

III 産業政策

序編第1章では主に中国の産業構造の現状と問題

点が示され，それへの対応策が検討されている。す

なわち，鉱工業を消費財産業，中間財fl£業（エネル

ギー， ＃i材産業），投資財産業（機械・電子産業）

に分けると， 1980年代の成長を l:＇草してきたのは消

却付l卒業であったが， 88年以海は汗＇）主政策の影響に

より 1j1間財産業の成長率が尚くなった、問題は投資

財産業，すなわち機械・電子産業が停滞してしまっ

ていることであり，今後の産業政策の焦点を機械・

電子産業に当てなければならないと著者はL通う。
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確かに投資財産業が停滞していることは事実とし 企業改革と関連してくるわけであり，この両者の関

ても，その原因が投資の不足であるとし，産業政策 係を視野に入れて議論することが必要であるように

において投資財産業への優遇を説く著者の主張には 思われる。

疑問が残る。評者が中閣の工作機械メーカーを訪れ

てみた経験によれば，投資が不足しているどころか，

多くの企業で巨大な鋳造設備や新鋭の輸入工作機械

が遊休している。問題は，投資不足よりも経営能力

にあるようだ。ここで注目されるのは，本書ω紹介

によれば牡丹電子と首鋼のいずれもが機械設備製造

への進出を図っていることである。つまり，消費財

産業や中間財産業で成功した企業が，利益を投資財

産業に投資することで投資財産業を発展させるとい

う道がここに示唆されているわけである。

中国の産業政策では，何かの産業を重点的に支援

するというと，まずその産業の既存悶釘大企業が支

援対象に挙げられることが通例だが，その結果，経

営能力のない企業を支援し続ける弊に焔りがちであ

る。産業政策の効果を上げるためには，もっと企業

の経営能力を長視しなければならないだろう。その

窓味では，産業政策は序編第2章で論じられる国有

以上，若F批判的な意見も交えつつ本書の内容を
紹介してきたが，それは本書の優れた調査と分析が

我々読者の思考を刺激してくれるからに他ならない。

本書は今後中国の企業に関する思索と議論の汲めど

も尽きせぬ源泉となるだろう。

（，主 1) 潟叙蓬編「双星之光一一青f;j;J:J.星軽業集団

公司経営管理考察一一』北京経済管理出版社 1991 

年／蒋一葦編『第二汽車製造廠経営管理考察』北京

経済管理出絞社 1986年。

(i主2) 中国において国有企業どうしの合併が難航

した呉体的事例としては，丸JI！知雄「中沼における企

業間関係の形成一一自動車産業の事例一一」（「アジア

経済」第35巻第9号 1994年9月）の第W節．第VI節

を参！符されたL通。

（アジア経済研究所経済開発分析プロジェクト・

チーム）
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